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はじめに 

国土技術政策総合研究所では、無電柱化施策の推進を支援するため、平成２２年度

～平成２４年度にかけて新たな無電柱化手法や各地で実施されている無電柱化に関

する工夫事例などの情報を収集するとともに、道路管理者へ情報提供すべき内容の検

討を行った。本資料は、これら成果を「無電柱化に関する事例集」としてとりまとめ

たものである。 

本資料は、１．実行段階の事例、２．試行段階の事例、３．その他工夫事例で構成

しており、それらの概要は以下のとおりである。 

 

１．実行段階の事例 

  コスト縮減や工期短縮などが期待できる無電柱化の事例であり、各道路管理者

の参考となるよう運用にあたっての留意点をまとめたものである。 

 

２．試行段階の事例 

  現状ではあまり普遍化されていない無電柱化手法であるものの、先進的に取り

組んでいる事例をもとに各地で検討する際の参考情報としてまとめたものであ

る。なお、手法の適用にあたっては関係事業者等に確認し、地域実態に応じた対

応策を検討する必要がある。 

 

３．その他工夫事例 

  各地で実施されているその他の無電柱化に関する工夫事例などをまとめたも

のである。なお、手法の適用にあたっては関係事業者等に確認し、地域実態に応

じた対応策を検討する必要がある。 
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1. 実行段階の事例 
本項では、コスト縮減や工期短縮などが期待できる以下の無電柱化に関する項目について、各

道路管理者の参考となるよう運用にあたっての留意点をまとめている。 

1.1 通信用分割管 
  1.2 既存ストックの活用 

1.3 道路管理者用の管路条数設定 
1.4 地上機器の配置 
1.5 地震関連事項 

 
1.1 通信用分割管 
1.1.1 概要 
 通信用分割管は、引込みケーブルと幹線ケーブルを１管に集約した構造であり、従来よりも

管路断面を縮小した構造である。  

 

 主な適用地域は、通信需要が少ない地域を想定している。また、需要に応じて従来方式と組

み合わせて活用することで、コスト縮減や工期短縮が期待できる。  

 

１管１条方式
＋

ﾌﾘｰｱｸｾｽ方式
共用ＦＡ方式 通信用分割管

引込み

引込み

引込み

幹線・その他 幹線・その他
幹線・その他

 

【断面構造の変遷（イメージ）】 
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1.1.2 運用上の留意点 

実行段階の事例：通信用分割管 

 

・通信用分割管 

(1)通信用分割管は、通信系のケーブルを収容するものであり、引込みケーブルと幹線ケーブ

ルを一つの管に集約して収納し、管路断面を縮小した構造である。 
(2)通信用分割管は、住宅地などの通信需要が少ない地域に適している。 

 
［解説］ 

(1)通信用分割管は、管内を２つに区切り、一方に引き込みケーブルを多条収容し、もう一方に

は、さや管を使用して幹線ケーブルを１管１条で収容する。 
(2)通信用分割管は、幹線ケーブル用さや管の収容可能容量に左右されることから、主に住宅地

などの通信需要が少ない地域に適している。通信用分割管は、需要に応じて共用ＦＡ方式等

と組み合わせるなどして活用することで有効に機能する場合がある。 

 

図 1-1 通信用分割管の適用イメージ 

通信用分割管 

従  来  管 
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1.2 既存ストックの活用 
1.2.1 概要 
 既存ストックの活用とは、主に電力・通信の管路、マンホール、上水道等の未使用管などを

有効に活用して無電柱化を行う手法である。 

 

 既設の地中管路等が密集している箇所では、既存ストックを有効に活用することにより、管

路の移設を行うよりもコスト縮減と工期短縮が期待できる。  

 

 

G

W

ガス管

水道管

歩道

既存マンホール・管路

：電線共同溝の計画

G

W

ガス管

水道管

歩道

マンホール・管路（譲渡）

電線共同溝（管路）

事前調査段階 既存ストックの有効活用

 

【既存マンホール等の支障移設を行わず、有効に活用】 
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1.2.2 運用上の留意点 

実行段階の事例：既存ストックの活用 

 

・無電柱化事業における「事業フロー」や「設計の流れ」等においては、以下のように「既存ス

トックの活用についての確認」を追加することが望ましい。 

 
電線共同溝の設計を行うにあたり、活用できる既存ストックとして関係事業者の既設管の有

無について確認する。また必要に応じて、関係事業者以外の既設管の活用可否についても地下

占用物件の事業者へ確認することが望ましい。（例：ガス、上下水道の未使用管、使用していな

い埋設水路等） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-2 現況確認から設計への流れ 

 
 
 

 

現況確認 

事業者打合せ 

収容条件の整理 

設計 

既存ストックの活用につい

ての確認 
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・既存ストックの活用 

(1)既設の地中管路等について、関係事業者と十分協議の上、可能であれば、電線共同溝の一

部として活用することが望ましい。 
(2)既存ストックの活用可否は、既設の地中管路等が電線共同溝としての品質を有しているか

の確認を行い、活用する場合の改造工事等と通常整備の場合の支障移設工事等の費用及び

工事期間を比較し、コスト低減の効果、工期短縮の効果及び将来における維持管理の負担

を踏まえて総合的に判断するものとする。 
［解説］ 
(1) 電線共同溝の設計を行うにあたっては、関係事業者の既設の地中管路等（管路、マンホー

ル、ハンドホール）の活用の可能性について確認することとする。また必要に応じて、関係

事業者以外の既設管の活用可否についても地下占用物件の事業者へ確認することが望まし

い。（例：ガス、上下水道の未使用管、使用していない埋設水路等） 
特に、既設の地中管路等が密集している箇所においては、支障移設等の工事を最小限に留

めることで、コスト低減と工期短縮の効果が期待できることから、既存ストックの活用は有

効な手法となる場合がある。 
(2) 既設の地中管路等の品質に関しては、管路は、通常使用している電線共同溝の管路材と同

等以上の性能を有しているか確認し、特殊部は、内空寸法、ひび割れ等について確認するこ

とが必要となる。既設の地中管路等の活用可否の判断にあたっては、活用する場合の改造工

事等と通常整備の場合の支障移設工事等の費用及び工事期間を比較検討し、関係事業者と十

分協議の上、行うこととする。 
なお、既存ストックの活用に際し、管径によっては、関係事業者の支障のない範囲で１管

に多条敷設することで管数の削減に努めることも有効である。多条敷設の際には、さや管を

設置するなどケーブルの保護に配慮が必要となる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-3 既存ストック活用の流れ 

・必要管径、孔数の確認 

・施工方法の概略検討 

・譲渡可否の確認 

活用対象ストックの有無確認

活用対象ストックの品質確認

活用可否の判断

譲渡手続き

・管径材の性能の確認（管路） 

・内寸、ひび割れ等の確認（特殊部）

・ 通常整備との比較検討 

（必要な工事等の費用、工期を比較）

既存ストックの活用 通常整備 

NG

NG

NG

NG

OK

OK

OK

OK
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（参考）無電柱化方式選定フロー 

 

 通信用分割管と既存ストックの活用についての確認を考慮した無電柱化方式の選定フローの

例を示す。なお、フローは以下の分類で作成している。 
 
分類１ 電力・通信の一括フローの例 
分類２ 電力と通信を個別に展開したフローの例 
分類３ 電力と通信を個別に展開し､さらに通信に関して幹線と引込を分けて展開した 

フローの例 
 

分類１ 電力・通信の一括フローの例 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

              

トラフ・通信用

分割管方式 

ＳＴＡＲＴ 

事業者打合せ 

収容条件の整理 

ＹＥＳ ＮＯ 

ＹＥＳ ＮＯ ＹＥＳ ＮＯ 

現況確認 

トラフ・共用ＦＡ方式のみ

で対応可能か 

単管路方式と 

共用ＦＡ方式の 

混在は可能か 

通信用 

分割管方式で 

対応可能か 

トラフ・共用

FA 方式 
混在方式 単管路方式

既在ストックの活用に 

ついての確認 
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分類２ 電力と通信を個別に展開したフローの例 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                

 通信 

トラフ方式 

ＳＴＡＲＴ 

事業者打合せ 

収容条件の整理 

ＹＥＳ ＮＯ

ＹＥＳ ＮＯ 

現況確認 

トラフ方式のみで 

対応可能か 

単管路方式と 

トラフ方式の 

混在は可能か 

混在方式 単管路方式 

既在ストックの活用に 

ついての確認 

通信用 

分割管方式 

ＳＴＡＲＴ

事業者打合せ 

収容条件の整理 

ＹＥＳ ＮＯ 

ＹＥＳ ＮＯ ＹＥＳ ＮＯ 

現況確認 

共用ＦＡ方式のみで 

対応可能か 

単管路方式と 

共用ＦＡ方式の 

混在は可能か 

通信用 

分割管方式で 

対応可能か 

共用 

FA 方式
混在方式 単管路方式

既在ストックの活用に 

ついての確認 

 電力 
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分類３ 電力と通信を個別に展開し､さらに通信に関して幹線と引込を分けて展開したフローの例 
  

 

            分類２の電力と同じ 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①通信用分割管方式            ②共用 FA 方式           ③単管路方式             ④混在方式 

              

 

 電力 

※１ 共用 FA 方式との比較により、経

済的に有利な場合、「通信用分割管＋

単管（幹線）」を採用する。 

※２ 通信用分割管、共用 FA 管、ボデ

ィ管について、経済的に有利である

場合には複数の管を使用することを

想定する。 

 通信 

※２

ＮＯ 

単 

管 

共用ＦＡ管のみで 

対応可能か 

通信用分割管のみで

対応可能か 

通信引込

ボディ管のみで 

対応可能か 

ＳＴＡＲＴ 

事業者打合せ 

収容条件の整理

現況確認 

既在ストックの活用に

ついての確認 

ＮＯ

通信用分割管＋単管
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共
用F

A

管 

単
管 

ボ
デ
ィ
管 

ボ
デ
ィ
管 

＋
単
管 

単
管 

①通信用分割管方式 ○       

②共用 FA 方式   ○  ○   

③単管路方式    ○   ○

④混在方式 

 ○      

  ○   ○  

  ○    ○
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1.3 道路管理者用の管路条数設定 
1.3.1 概要 
 道路管理者用の管路条数を設定する際、電線共同溝を上下線に整備する場合などは、予備用

管路等の条数を削減できる場合がある。 

 

 管路条数の削減は、管路断面の縮小化につながるためコスト縮減が期待できる。  

 

引込用

幹線用

予備用（条数を削減）

緊急用

引込用

幹線用

予備用

緊急用

上下線で使い分けることで削減が可能
 

【予備用管路を上下線で使い分け、条数を削減】 
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1.3.2 運用上の留意点 

実行段階の事例：道路管理者用の管路条数設定 

 
・管路部の計画 

(1) 管路部の計画にあたり、管路材の内径および管数は、関係事業者と調整を図るものとす

る。 
(2) 道路管理者として、緊急時等に対応し、電線共同溝の信頼性を確保するため、予備管を

設置するものとする。 
 
［解説］ 
(1) 管路材の内径および管数は、敷設する電線類の太さ、管に入る条数を考慮し、関係事業者、

地方自治体等と調整を図り決定するものとする。なお、調整を図る際には、以下の点に留意

するものとする。 
1） 管に入る電線は、１管に１条を基本とするものの、事業者の支障のない範囲において、

事業者ごとに電線を１管に多条敷設することで管数の削減に努めるものとする。 
2） さらに、事業者間で支障のない場合は、複数事業者の電線を１管に多条敷設してもよい

ものとする。多条敷設の場合は、さや管を設置するなどケーブルの保護に配慮するもの

とする。 
3） 道路管理者用の管路は、用途に合わせて必要な管数を設定するものの、電線共同溝を上

下線に整備する場合や既設の情報ＢＯＸなどが整備されている場合には、管数の削減に

努めるものとする。 
4） 管の敷設にあたっては、高圧電線による電磁誘導対策が必要な箇所では、適切な対策を

講じるものとする。 
(2) 道路管理者として、緊急時、新たな入溝者、既設入溝ケーブルの張り替え等に対応し、電

線共同溝の信頼性を確保するため、予備管を最低２管確保するものとする。なお、電線共同

溝を上下線に整備する場合や既設の情報ＢＯＸなどが整備されている場合には、予備管の管

数を削減できるものとする。 
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1.4 地上機器の配置 
1.4.1 概要 
 地上機器の配置の状況によっては、歩道上の交通の安全性や円滑な交通の確保に影響を与え

る場合があるので留意が必要である。また、電線共同溝としての事業成立にも影響すること

がある。 

 

 地上機器の配置にあたっては、関係事業者等と協議を行い、できる限り集約するなど適切な

配置計画を検討することが望ましい。 

 

  

【地上機器の集約配置による工夫（イメージ）】 

 

 

 

【地上機器の民地への配置】 
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1.4.2 運用上の留意点 

実行段階の事例：地上機器の配置  

 
・特殊部の配置計画 
(1) 特殊部は、適切な箇所に設置するものとし、できる限り集約した配置とする。 
(2) 特殊部の中でも地上機器に関しては、安全かつ円滑な交通の確保を踏まえた配置とする。

安全かつ円滑な交通の確保が困難である場合等には、道路管理者と関係事業者が協議の上、

柱状型機器を設置する等の適切な手法を用いるものとする。 
 
［解説］ 
(1) 特殊部の配置計画にあたっては、関係事業者と調整を図り、宅地内への配線、占用物件の位

置等を考慮し、できる限り集約した配置とする。地上機器に関しては、関係事業者と協議し、

地域住民との合意形成を図った上で公共用地や民地への配置などを含めた適切な配置計画を検

討することが望ましい。なお、配置計画は、将来に移設要請が生じないよう適切な計画とする

必要がある。 
(2) 地上機器は、歩道利用者の通行や道路交通環境上の問題が生じないよう配置する。交差点部

や沿道から出入りする車両がある場合などは、地上機器により運転者の視距と歩道等利用者の

見通しを妨げないようにすることが必要となる。なお、歩行空間や自転車走行空間の整備計画、

防護柵や低層遮音壁などの連続的な道路施設を設置する計画などがある場合には、それら計画

と地上機器の配置計画との整合を図る必要がある。 
  以下 1)～3)のような場合では、道路管理者と関係事業者が協議の上、柱状型機器を設置する

等の適切な手法を用いるものとする。 
1） 歩道上に地上機器を設置することで通行に十分な幅が確保できない等、道路交通環境上の

問題を有する場合 
2） 既設の地下占用物件の輻輳が著しい等、物理的な問題を有する場合 
3） 地上機器の設置場所に係る地域住民との調整が図られない等、地域の合意形成の問題を有

する場合 
 
 
 

 



14 
 

1.5 地震関連事項 
1.5.1 概要 
 東日本大震災において、架空線の場合は、地震動による電柱の倒壊などにより、サービス支

障に繋がる大きな被害が発生している。一方、電線共同溝の場合は、一部の路線で津波によ

る浸水、津波による地上機器の損壊はあったものの、全般的には地震動による電線共同溝の

被害は軽微なものであった。  

 

 「電線共同溝試行案（平成 11 年、(財)道路保全技術センター）」において、耐震性に関する

記載があるものの各地の運用には差がある。ここでは、各地の運用等をもとに共通的な事項

を整理している。 

 

 

 

【東日本大震災における電線共同溝の主な被災事例】 

津波による地上機器の損壊 
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1.5.2 運用上の留意点 

実行段階の事例：地震関連事項 

 
【計画に関して】 
 ・耐震性について 

電線共同溝の計画にあたっては、耐震性に配慮するものとする。 
［解説］ 
1) 計画にあたっては、地盤の変位にある程度対応し、地震時においても電線の破断をできる限

り生じさせない構造とする。 
2) 耐震性対応のため、特殊部本体、構造変化部および継手部について、特に配慮する必要があ

る。 
3) 地震時に液状化の予測されるゆるい砂質土からなる地盤などの他、これまでに液状化が確認

されている箇所には、液状化対策の必要性について検討する。なお、対策の実施にあたっ

ては、効果の確実性、施工性、周辺環境に与える影響、経済性などに留意するものとする。

 
【設計に関して】 
・耐震設計上の構造細目 
(1)電線共同溝の断面諸元が変化する箇所、分岐部等断面力が集中しやすい箇所には、原則と

して継手を設ける。 
(2)電線共同溝には、地震時においても構造物相互の離脱が生じないよう伸縮量を吸収できる

継手構造を用いるものとする。また、耐震上の配慮を要する箇所では、過度の抜け出しを

防止するため離脱防止装置を設けることが望ましい。 
(3)管路材と管路材の接続，管路材と特殊部の接続には，必要に応じて伸縮継手や離脱防止継

手を用いるなどして伸縮しろ長を確保することが望ましい。 
［解説］ 

（1）既往の類似地中構造物の震害例によれば、断面諸元の急変部、分岐、枝分れ部分、集排水

マスとのとり合い等は、構造上の弱点となりやすい。 
（2）特に耐震上の配慮を要する箇所としては、以下のものがある。 

1） 軟弱地盤部 
2） 地形条件変化部 
3） 特殊な構造となる箇所 
4） 液状化が懸念される地盤（ゆるい砂質土からなる地盤などの他、これまでに液状化が確

認されている箇所） 
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 このような箇所では、①管路材の選定、②伸縮継手の採用、③過度の抜け出し防止用の離脱

防止装置の設置等の配慮が必要となる。 
伸縮しろ長は、各地で運用している管路材の仕様を踏まえて規定する必要がある。以下は、

北海道と関東の例を示す。 
1)管路材と管路材の接続（継手部）、管路材と特殊部の接続（ダクトスリーブ）は，地震

等のずれを吸収する構造とする。 
2)伸縮しろ長は、地震時のひずみ量を 1/100 とし設定するものとする。 
3)継ぎ手部等の伸縮しろ長は、管の引抜き及び圧縮を考慮し，管路材長の 1/50 を確保す

ることを基本とする。 
4)継ぎ手部等の伸縮しろ長を、管路材長の 1/50 を確保出来ない場合は、管の引抜きだけ

を考慮し、管路材長の 1/100 の伸縮しろ長を確保する。但し、この場合、管材が圧縮

応力（管の押込みひずみ量 1/100）に対して十分耐える構造であることを条件とする。

5)さや管に使用する短尺管については、現状を鑑み接着継手とする。 

 
図 1-4 伸縮しろ長 

 
【維持管理に関して】 
・緊急時の措置 

電線共同溝の管理者は、電線共同溝本体または収容物件に異常が生じた場合等の緊急時

に備えて、あらかじめ通報および復旧体制等を確立しておくものとする。 
［解説］ 
 洪水、地震等の自然災害、交通事故、災害等によって、電線共同溝本体または収容物件に異

常が生じた場合には、緊急時の措置を講ずる必要があるため、これらの通報、連携系統、措置

方法等について、あらかじめ必要事項を決めておく必要がある。 
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2. 試行段階の事例 
本項では、現状ではあまり普遍化されていない無電柱化手法について、試行的に取り組んでい

る事例をもとに参考情報をまとめている。 

なお、これら手法の適用にあたっては関係事業者等に確認し、地域実態に応じた対応策を検討

する必要がある。 

2.1 管路防護 

2.2 同時整備における設計手法 
2.3 地中化以外の無電柱化手法 

 
2.1 管路防護 
2.1.1 概要 
 管路防護とは、電線共同溝の管路に所定の土被りが確保できない場合において、車両の荷重

に対する強度補強や事後の維持管理工事等での掘削による管路の損傷等を想定した対策であ

る。  

 

 管路防護にあたっては、条件毎に埋設シート、コンクリート防護、鋼板やセラミック板によ

る防護などの適切な方法を選定する必要がある。  

 

 

歩道 歩道
歩道切り下げ部

管路

防護鉄板

特殊部 特殊部

 
【防護鉄板による管路防護のイメージ】 
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2.1.2 各地における運用検討の際の参考情報 

試行段階の事例：管路防護 

 

・管路防護 

・管路に標準の土被りが確保できない場合には、必要に応じて防護対策を講じるのがよい。 
［解説］ 
 管路に標準の土被りが確保できない場合には、車両の荷重に対する強度補強と、事後の維持

管理工事等での掘削による管路の損傷、コンクリートカッターによる管路の切断を想定した対

策が必要な場合がある。 
 管路の防護対策には、掘削等による管路損傷防止対策として、埋設シートやコンクリート防

護等あげられる。また、カッター等による管路切断防止には、鋼板やセラミック板等による防

護があげられる。これら対策を管路の土被り、舗装の状況や防護目的に応じて選定するものと

し、管路の防護対策の選定は、付録「浅層埋設区間の防護方法（案）」を参考にするとよい。 
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2.2 同時整備における設計手法 
2.2.1 概要 
 同時整備とは、将来において無電柱化の必要性が見込まれる箇所において、道路の新設また

は拡幅と一体的に電線共同溝を整備する手法である。 

 

 周辺の道路整備と一体となって電線共同溝を整備することで、舗装の撤去・復旧費用等を削

減できることからコスト縮減が期待できる。  

 

 
【同時整備による整備事例】 
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2.2.2 各地における運用検討の際の参考情報 

試行段階の事例：同時整備における設計手法 

 

・同時整備における設計手法 

・将来において無電柱化の必要性が見込まれる箇所においては、道路の新設又は拡幅（土地

区画整理事業等による場合を含む。）と一体的に行う電線共同溝の整備（以下「同時整備」

という。」）を実施するものとし、電線を収容するための管路等の増設が発生しない構造と

するよう努めるものとする。 
・同時整備は、関係事業者と充分な調整を図った上で実施するものとする。 

［解説］ 
  電線共同溝整備（同時整備）の流れを例示し、同時整備特有の留意事項について以下に示す。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

なお、図 2-1 の電線共同溝整備（同時整備）の流れは、概略を例示したものであり、細かな点

では各地の事業者で異なる。 

施工計画 

数量計算 

掘削・本体工事・埋設 

引込連系工事 

需要変動への対応（10 年以内） ※

入溝工事

図面作成 

：通常整備と

の相違点 

電線共同溝整備（同時整備）の流れ 

計
画
段
階

「無電柱化に係るガイドライン」に基づき、 

まちづくりの観点から整備候補路線を提案

設
計
段
階 

電線管理者へ配線計画立案を依頼

道路管理者からの情報提供 

○土地利用の計画 

○沿道区画割 

○道路計画図（歩道の切り下げや植樹帯等） 

○埋設占用物件の配置計画 

○公共設備の需要（照明等） 

施
工
段
階

維
持
管
理
段
階

①設計条件の整理 

②地中化手法の選定 

③標準断面の設計（管材） 

④特殊部の地上機器の配置と設計 

⑤連系管路・引込管設計 

電線管理者による配線計画立案 

①現況調査（周辺の架空線の状況も

含む） 

②区画面積及び需要の想定 

③需要に対応する変圧器等の機器配

置の検討 

④個々の区画への供給を踏まえた特殊

部や分岐部の設定 

道路管理者の役割 電線管理者の役割 

※ 沿道の住居等の建設状況を勘案して必要があると認める

場合には、５年に限りその期間を延長することができる。 

図 2-1 同時整備の手順 

地中化方式の設計 
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1) 計画段階の留意事項 
同時整備は、電線を管理する事業者としては沿道の需要を想定し、配線計画を立案すること

が必要となるものの、道路管理者としては通常の電線共同溝事業と同じ手順で進められること

が多い。しかしながら、整備後において、想定されていない新規需要が発生した際には需要変

動への対応（後工程）が生じる場合があることから、計画段階においては、当該地区の開発計

画や土地利用計画等、新規需要についての情報を得るなどして、関係事業者と調整を行う必要

がある。 
 

2) 設計段階の留意事項 
① 配線計画の協議 
道路管理者は、関係事業者と相互の協力関係に基づき円滑な事業推進を図るよう努める必要

がある。そのため、道路管理者は、配線計画の立案を電線を管理する事業者に依頼するにあた

り、事業者が沿道需要予測を円滑に行えるよう下記の情報について提示する必要がある。 
○土地利用の計画 
○沿道区画割 
○道路計画図（歩道の切り下げや植樹帯等） 
○埋設占用物件の配置計画 
○公共設備の需要（道路照明等） 

 
② 経済的に優位な整備手法の検討 
無電柱化の整備手法の選定にあたっては、将来の需要変動を想定し、電線を収容するための

管路等の増設が発生しない構造の採用について検討する必要がある。道路の新設又は拡幅（土

地区画整理事業等による場合を含む。）と一体的な整備となる同時整備では、既設の地下占用物

件が少ないことにより、占用調整の制約が少なく、屈曲の少ない管路線形を取りやすいことな

どが想定される。従って、浅層埋設方式や特殊部Ⅰ型の採用について検討することが望まれる。

また、需要変動への対応（後工程）を想定した増設スペースの確保にも配慮することが望ま

しい。 
 

3) 維持管理段階の留意事項 
施工段階から、ケーブル入溝までに長期の時間を要する場合が想定されることから、管路の

配管状況、特殊部の設置位置、連系管路の設備位置等を把握できるよう管理台帳や平面図等を

整備し、保管しておく必要がある。 
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2.3 地中化以外の無電柱化手法 
2.3.1 概要 
 地中化以外の無電柱化手法とは、裏通りへの配線（裏配線）や軒下配線などの手法である。  

 

 裏配線や軒下配線は、住民との合意形成等の必要があるものの、地中化による方法よりもコ

スト縮減が期待できる。  

 

 

【裏配線】 
 
 

 
【軒下配線】 
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2.3.2 各地における運用検討の際の参考情報 

試行段階の事例：地中化以外の無電柱化手法 

 

・地中化以外の無電柱化手法 

・地域の実情に応じて、軒下・裏配線等の手法を活用するものとする。 
・軒下・裏配線等は、道路管理者と関係事業者の協力のもと、地域住民との合意形成を図っ

た上で実施するものとする。 
 
［解説］ 
軒下配線や裏配線では、以下の条件が整っていることが望ましい。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

【軒下配線】 
○沿線建物の保存指定地区 
軒下配線では、建物にケーブルを添架配線するため、連続した位置に配線が可能で、将

来的に戸別に自由な建替えが生じないことが望ましい。なお、沿線建物の保存指定地区以

外の事例もあることから、沿線建物の保存指定にこだわるものではない。 
 

○街並みや景観について将来計画が立案されている地区 
当該地区の街並みや景観についての将来像等が地域住民の合意のもとに明確化され、そ

の方向性に基づいて地域住民と行政が一体となって取り組んでいることが望ましい。 
 
【裏配線】 
○街並みや景観について将来計画が立案されている地区 
裏配線は、設備保守や緊急時等における敷地立ち入り、電柱・電線の恒久的設置など、

裏通りの地権者への合意形成が必要となる。裏通りも含めた当該地区の街並みや景観につ

いての将来像等が地域住民の合意のもと明確化され、その方向性に基づいて地域住民と行

政が一体となって取り組んでいることが望ましい。また、裏通りからの引き込みに新たな

電柱を設置する場合は、維持管理用通路も含めた用地の確保などに留意が必要となる。 
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地中化以外の無電柱化手法の流れを例示し、各段階の留意事項について以下に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-2 地中化以外の無電柱化手法の手順 
 

 地中化以外の無電柱化 

計
画
段
階 

現地踏査・設計条件の整理 

設
計
段
階 

図面作成・数量計算 

２）軒下配線方式の設計 

３）裏配線方式の設計 

施工計画 

地区別の配線計画 

条件や景観計画に合わせた無電柱化手法を

選択し、配線計画を行う。 

1)地中化方式 

2)軒下配線方式 

3)裏配線方式 

組み合わせ

も含む 

1)地中化方式の設計 

① 設計条件の整理 

② 地中化手法の選定 

③ 標準断面の設計（管材） 

④ 特殊部の地上機器の配置

と設計 

⑤ 連系管路・引込管設計 

施
工
段
階 

維
持
管
理
段
階

移設工事・仮設工事 

引込・連系設備工事 

通常メンテナンス 

 

住民との合意形成

 

戸別 

 

全体 予備検討 

① 設計条件の整理（立面図の作成） 

② 配線基本案の検討 

NO

YES

①配線系統図作成 

①配線系統図作成 

まちづくり・景観計

画等の立案 

入線工事 

住民との 

合意形成 
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1) 計画段階の留意事項 
軒下への高圧線や幹線ケーブルの設置は、安全性や防犯などの面から問題が多く設置は難しい

ことに留意する必要がある。 
高圧線や幹線ケーブルは地中化や裏配線との組合せになることがあり、また、低圧線と引込線

は地中からの立ち上げや軒下配線との組合せになることがある。従って、計画段階から関係事業

者とこれら配線の組合せと整備費用について検討しておくことが必要となる。 
裏配線では、裏通りへ電柱・電線を設置することに対する地域住民との合意形成が必要となる。

 
2) 設計段階の留意事項 
 各戸への配線方法は、軒下配線による引き込み、地中からの単独引き込み（立ち上げ管の設置）

など、住民の合意を経て決定する必要がある。 
 軒下配線は、整備費用の面で有利であるものの、連続した家屋の住民の合意が必要となり、軒

下には隣家へ続く配線が添架されることを住民に説明しておく必要がある。 
地上機器を配置する場合は、街並みや景観との調和を図ることが望まれ、設置位置の決定に際

しては、住民との合意形成が必要となる。 
 
3) 施工段階の留意事項 
施工にあたっては、地中からの立ち上げ管、引込線用管路、分岐箱などは、街並みや景観との

調和を図ることが望まれる。そのため、これらの色は建物や軒下の色と合わせるなど、あまり目

立たないように工夫する配慮が望まれる。 
 
4) 維持管理段階の留意事項 
維持管理における役割分担に関しては、事前に道路管理者、関係事業者、建物の所有者間で合

意しておくことが必要である。なお、所有者間の配管、配線類の財産区分、維持管理区分等の合

意事項は、書面により確認しておくことが望ましい。 
その他、軒下配線の場合は、建物の所有者が変わった際には、再度、合意形成が生じること、

建物の建替の際には、仮設の架空配線が必要な場合があることなどに留意が必要である。 
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3. その他工夫事例 
本項では、各地で実施されているその他の無電柱化に関する工夫事例をまとめたものである。 

なお、これら手法の適用にあたっては関係事業者等に確認し、地域実態に応じた対応策を検討

する必要がある。 

3.1 施工性向上などの事例 
3.2 地上機器の配置事例 

 

3.1 施工性向上などの事例 
3.1.1 概要 
 施工性向上に関する工夫事例として、通信用分割管の事例、柔軟に管路や特殊部の材質を選

定している事例などについて紹介する。 
 

3.1.2 事例紹介 

その他工夫事例：施工性向上などの事例 

 
□事例１：通信用分割管の事例（１管セパレート管） 
通信用分割管の事例として１管セパレート管の概要と仕様を示す。 
 
(1)１管セパレート管は、管内を２段にセパレートし、上段に引き込みケーブルを多条収容し、

下段には、さや管を使用して幹線ケーブルを１管１条で収容する。 
 

 
 
 
 
 
 

図 3-1 1管セパレート管概略図 

 

(2)１管セパレート管の容量は、下段に収容可能な幹線ケーブル用さや管が５管となることから、

これに相当する通信需要の地域への適用が想定される。また、需要に応じて共用ＦＡ方式等

と組み合わせるなどして活用することで有効に機能する場合がある。 

 
図 3-2 １管セパレート管の適用イメージ 

1 管セパレート管φ175

引込管

分岐管 

引込管 

引込ケーブル 

分岐管 

1 管セパレート管φ175 

幹線ケーブル 

セパレータ 

幹線ケーブル用さや管 

通信用分割管 

従  来  管 



27 
 

 
１管セパレート管の基本条件は以下に示す。 

1） 線形は、直線を標準とする。やむなく曲線を設ける場合には，曲線半径Ｒ＝5ｍ以上とする。

2） 歩道部の埋設深さは、舗装厚＋200mm とする（もしくは当該値が 500mm に満たない場

合は、500mm 以下としないこと）。車道部は舗装厚＋300mm とする（もしくは当該値が

600mm に満たない場合は、600mm 以下としないこと）。 
3） 引込ケーブルは、入線及び撤去に支障を来すことから、単位重量 0.11kg/m以内、外径 10mm

以内のものを収容する。 
4） 上段の引込ケーブルを収容する空間のケーブル占有率は 32％以下とする。 
5） １管１条の管路を併設する場合の離隔は、施工後の分岐管の設置を想定し 70mm とする。

6） 径間長は最大 70m、片側接続部から 6 箇所の分岐が可能であり、１径間で最大 12 箇所と

する。なお、１本の分岐管に収容するケーブルは 4 条以下とする。ただし、ケーブル引替

え用として他に１条は使用可能とする。 
・特殊部内壁から分岐管取り付け部までの距離は 35m 以内とする。 
・前後の特殊部から配線される引込ケーブルは、交差しないこととする。 

 
 
 
 
 
 
 

図 3-3 径間長と分岐数イメージ 
 

7） １管セパレート管が曲線線形で構成される場合、曲管を用いた１径間内総交角を、平縦断

曲線合わせて 120°以内とする。なお、曲管接続は連続４本までとし、これを超える場合

は 1.0ｍ以上の直管を設けることとする。（曲線部でさや管接続はしないこととする。）ま

た、平面と縦断の同時曲線（３次元曲線）は必ず避けることとする。 
 
 
 
 
 
 

図 3-4 １径間内の総交角イメージ 

8） 特殊部起点側の内壁からは 1.5ｍ、終点側の内壁からは 3.2ｍ以上の直線部を確保すること

とし、この区間は曲管を設置しないこととする。  
 

θ1 

θ2
θ3

θ4
θ1+θ2+θ3+θ4≦120°

特殊部 

内壁 内壁
最大 ７０m 

1 2 4 5 6 5 4 2 1

3 6 3

特殊部 
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□事例２：柔軟に管路の材質を選定している事例 
施工性や経済性を考慮して可とう性のある管路を活用している事例がある。また、地域産業支

援のために陶製などの管路を活用している事例がある。 
なお、可とう性のある管路を活用する場合、再掘削による損傷を防止するために管路上部に防

護板（廃プラ板等）を埋設している事例がある。可とう性のある管路の埋設において標準の土被

りを確保できない場合には、コンクリートカッターによる切断を防止するため、管路上部に防護

鉄板を埋設するなどの防護措置が必要となる。 

 
写真 3-1 可とう性のある管路と陶管の活用例 

 
 

□事例３：柔軟に特殊部の材質などを選定している事例 
特殊部の施工にあたっては、既設埋設物との離隔確保が困難な場合、既存ストックを活用する

場合、支障物回避が必要な場合などは、特殊部の形状を現場条件に合わせて製作している事例が

ある。また、現地の制約から特殊部（躯体）のつり上げが困難な場合などに対応するため、特殊

部を分割して製作している事例がある。なお、これらの事例は、通常の鉄筋コンクリート製特殊

部よりも単価が高額となることが多く、工期短縮などの効果を総合的に判断して採用されている。

○特殊部の形状を現場条件に合わせて製作している事例 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-5 現場条件に合わせて製作したレジンコンクリート製特殊部の例 

 

可とう性の

ある管路

陶管 

レジンコンクリー

ト製特殊部 
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 ○鉄筋コンクリート製特殊部において、大型重機が搬入できない場合に、分割して製作し重量

を抑え小型重機でつり上げできるよう対応した事例 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-6 通常の鉄筋コンクリート製特殊部 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-7 分割タイプの鉄筋コンクリート製特殊部 
 
 
 

ボックスタイプ 

（一体型プレキャスト製品）

分離タイプ 

二つに分離することで

軽量化 
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□事例４：改良型ロータス管の事例 
 共用ＦＡ方式のボディ管と特殊部の接続を行うロータス管において、従来よりも重量とコスト

を軽減し、曲げ管路との接続も可能となった改良型ロータス管が開発されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-8 改良型ロータス管の事例 

 

 

□事例５：改良型さや管の事例 
 さや管同士の接続において、従来のように接着剤を使用しなくても構造的に接続が可能なさや

管が開発されている。 
 

従来型さや管 接続状況                   改良型さや管 接続状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-9 改良型さや管の事例 
 

 

従来型 改良型

さや管とボディ管の一体型を挿入 

（これまでは直管タイプのみ） 

さや管とボディ管が分割されており、ボディ管を挿入

（さや管が薄肉管のため曲げに対応できる） 

さや管一本ずつを 

接着剤で接続 

接続部品付で 

接着剤を使用しない 

改良型ロータス管 従来型ロータス管 

ボディ管 
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3.2 地上機器の配置事例 
3.2.1 概要 
 地上機器の配置に関する工夫事例として、地上機器を歩行空間には配置していない事例、地

上機器を集約配置した事例などについて紹介する。 
 
3.2.2 事例紹介 

その他工夫事例：地上機器の配置事例 

 
□事例１：地上機器を歩行空間以外に設置した事例 

裏通りの電柱の変圧器から引き込みを行った事例 

 

 
 

写真 3-2 変圧器を裏通りの電柱に設置した事例 
 

 

 

 

 

  

変圧器を裏通りの

電柱に設置 

変圧器を裏通りの

電柱に設置 
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ごみ置き場などの地域の共用スペースを活用して地上機器を設置した事例 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

写真 3-3 ごみ置き場に地上機器を設置した事例 
 
 
地上機器を民地に設置し、塀で機器を隠し、目立たない色とすることで街並みや景観との調和

を図っている事例 
 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

写真 3-4 民地に地上機器を設置した事例  
 

 

 

ごみ置き場 

地上機器 

地上機器 

民 地 
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□事例２：地上機器を集約配置した事例 
歩道上に概ね等間隔で設置される地上機器を集約して配置した事例 

（平面図）                  （鳥瞰図） 

 
 
 
 
 
 
 

 
図 3-10 集約イメージ図 

 

 

□事例３：柱状型機器等の事例 
 柱状型機器や道路照明と一体化した地上機器の事例 
   
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     写真 3-5 柱状型機器の事例          写真 3-6 道路照明と一体化した地上機器の事例 
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おわりに 

本資料は、我が国におけるさらなる無電柱化の推進を支援するために、無電柱化

にかかるコスト縮減等を図ることを目的として、各道路管理者に情報提供すること

で有効と思われる無電柱化に関する工夫事例などを収集し、各道路管理者の参考と

なるよう運用にあたっての留意点などを事例集としてまとめたものです。 

本資料が各地域での無電柱化の取り組みの一助となれば、幸いです。 

 

本資料の作成にあたり、各地域の電線管理者の方々、地整等の電線共同溝担当者か

ら貴重な情報やご意見をいただきました。ここに謝意を表させていただきます。 

 


